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会 長 挨 拶

会員の皆様には､益々ご健勝にて､ご活躍のこととお喜び申しあげます｡社

団法人日本テニス事業協会の情報紙の発行に際しご挨拶申しあげます｡本

協会が平成4年12月に設立し10年余が経過しましたが､私どもはテニスという

国民の生活に密着したスポーツを事業としてとらえ､テニス業界の健全なる

発展に鋭意努力して参りました｡その間､会員各位ならびに各関係方面の方

々の多大なるご理解とご協力を賜りましたことを厚くお礼申しあげます｡まず

初めに､６月２日(水)に予定通り第12回通常総会を無事に終了いたしました

ことをご報告申し上げます。会員の皆様方にはご協力をいただき厚くお礼申

しあげます｡本年の総会は、平成15年度の事業報告及び決算報告、定款変

更並びに役員改選、平成16年度の事業計画及び予算という議案であり、出

席会員の皆様のご協力をいただき、滞りなく終了いたしました。

【今年度の活動方針】
景気は、企業部門の改善に広がりがみられ、着実な回復を続け政府発表によると、我が国経済は「

ている」と、やや上向きの傾向となっているようです。今後の更なる景気回復に期待をしながら、我々もテニ

ス事業の拡大をしていきたいと考えております。

テニス界においては、ここ数年デ杯・フェド杯の国別対抗戦や オープン・全日本選手権等の観客動AIG
員の増加傾向、少年雑誌やテレビで人気の「テニスの王子様」やテレビドラマ化された「エースをねらえ！」

の影響によりテニスファンが増加傾向にあるなど、明るい話題も多くテニス界活性化の方向性が見えてきた

ようです。

テニス事業界では、ここ数年インドアテニススクール中心の事業所が新規出店をするケースが増えてき

ておりますが、全体では依然として事業所は減少傾向にあり、本協会の加盟数は当初の会員数400弱から

現在は240弱と減少しております。各種の調査結果から考えると、協会加盟可能と思われる対象事業者数

は700～800と想定され、事業者を代表する団体としては少なくとも過半数、350～400事業者が加盟してい

ただいて初めて事業者を代表する団体と言えると思われます。

そこで、組織力の強化を図るためには各地域・地区協会活動の活性化を充実させることを最優先事項と

して、経営者に限らず支配人・マネージャー・コーチ・フロント等を対象とした研修会や情報交換会の開催

支援に力を入れていきます。特に研修会においては、事業所の質的向上を図るために「事業のサービス

力を高める」「安全管理に関する意識改革」という２つのテーマを中心とする研修会の地区開催を促し、協

会からは適任講師の派遣等を考えております。

また、今年度は会員制クラブの活性化を図るための勉強会の開催に力を入れていきたいと考えておりま

す。未組織の地区に関しては、役員を中心に各地を訪問するなど組織化に向けての積極的な活動を行う

予定であります。

なお、組織力の強化には協会からの情報発信が重要であることから、 の内容をより充実させJTIA News!
ることとホームページの改善等、各種情報の提供にも全力で取り組んで参ります。

そして、民間テニスコートが減少していくことは、テニス界が発展するため、あるいは文化・教育・健康と

いう観点から日本のスポーツ界にとっても芳しいことではありません。そこで、テニス関係４団体並びに他ス
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ポーツ関係団体等と一致協力をして結成した、『スポーツ施設を守る会』（全11団体）による「民間スポーツ

施設に係る税制改正要望」活動を継続して行っていきます。

今年度の重点事業として、昨年９月に地方自治法（244条）改正により、公の施設の民営化を促進すると

言う主旨で「指定管理者制度」が新設されましたので、この制度に関する調査・研究を行い具体的な取り組

みについての準備を進めていきます。同時に従来からの「公営施設の料金適正化問題」「公営施設内にお

ける無許可営業行為問題」の解決に向けての活動も継続して参ります。

また、昨年から導入した会員支援のためのコンサルティング事業を推進していく予定でありますので積

極的なご活用とご参画をしていただきたいと考えております。

さらに、以前より事業者の皆様から要望があります「テニス事業協会認定資格制度」についての取り組

み、10周年記念事業で復活をし大変好評であったテニスチーム全国大会の開催継続、全英オープン観戦

ツアー等を企画中であります。

７年目を迎えた『テニスの日』については、今年から本協会が事務局を担当することとなり、９月23日に開

催される個別イベントについては、全国各地で500カ所開催、共同イベントはテニスの日推進協議会構成

団体の協力を得て全国47都道府県での開催をそれぞれ目標としております。また、メディアへの協力体制

にも力を入れ『テニスの日』の益々の発展に協調して取り組んで参ります。

なお、テニス事業界内における情報集約の中心的役割を協会が果たすためには、全国のテニス事業者

や事業所の基礎資料の作成、会員事業所における詳細なデータ管理等がこれからの高度情報化の時代

には必要でありますので、データ管理の環境整備など事務局体制の充実・強化にも努めて参ります。以

上、役員を含め全会員一致団結の上、各種事業に取り組んでいく所存であります。

第12回通常総会ご報告

平成16年６月２日(水)東京都千代田区のスクワー

ル麹町５階｢芙蓉｣の間において､社団法人日本テニ

ス事業協会｢第12回通常総会｣が予定通り開催され

ました。

平成16年度期首２３３名の会員のうち、１８８名(代

理出席・委任状出席を含む)が出席し､滞りなく予定

された議案の審議を終了いたしました｡

総会は､大西雅之理事の司会進行により、午後３

時30分に内藤昇副会長の開会の辞､その後､定款の

規定に基づき雑賀昇会長が議長となり挨拶､議事録

署名人の選出の後､議案の審議に入りました｡

第１号議案の平成15年度事業報告書(案)

承認の件は蒲生清理事より、第２号議案の平

成15年度収支決算報告書(案)承認【青木明

夫監事の監査報告を含む】の件は増井範男

理事より上程され、それぞれ異議なく可決承

認されました。第３号議案の定款変更(案)承

認の件は増井範男常務理事より、第４号議案

の役員改選(案 )承認の件は議長より上程さ

れ、それぞれ異議なく可決承認されました。ま

た、第５号議案の平成16年度事業計画書(案)

承認の件は蒲生清理事より、第６号議案の平

成16年度収支予算書(案)承認の件は増井範

男理事より上程され、それぞれ異議なく可決

承認されました。

以上のように予定された議案をそれぞれ採択し､吉田宜正副会長が午後４時58分に閉会を宣し終了い

たしました｡

通常総会終了後､引き続き別室にて行われた｢懇親パーティ｣には､多数の関係者のご出席をいただき､

和やかな雰囲気の中､無事進行いたしました｡｢第12回通常総会｣に関わる事項につきましては議事録をご

参照いただき、ご不明の点は役員もしくは事務局までお問い合わせください｡
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平成１６年度事業計画

第12回通常総会において平成16年度事業計画が以下のように承認されましたのでご報告いたしま

す｡

（委員長／東京都 金町テニスガーデン：増井 範男）■総務委員会

①消費者育成イベント等の後援

テニス産業界が活性化するための要因の一つとして、既存の施設や指導者を有効に利用した顧客

育成事業を展開していくことにより、愛好者の拡大と新規需要の創出を図ることが不可欠であると思わ

れます。

消費者参加型のイベント展開により、より多くの国民にテニスを体験する機会を提供し、地域や消

費者に今まで以上に密着した産業として健全な成長と発展を図り、もって国民生活のゆとりと豊かさに

寄与・貢献し、テニス産業の安定的成長とテニスというスポーツの普及、振興を目的として関連団体等

の各種イベントの後援をしていく予定であります。

②公共施設問題に関する調査及び研究

各種調査においてテニス施設経営上の問題点として公共施設との競合があげられております。全

国各地にある公共施設が民間施設と競合にならないほどの低額な利用料金であること、また、本来許

可を得なければ運営できない商行為（スクール行為等）が行われていることなどが民間テニス施設の

運営を圧迫している状況であり、実際に苦情や事例も確認されております。

平成10年度より始めました本活動をより積極的に推進しながら、各種団体との調整を図り、実情に

応じて要望、陳情、抗議等を本協会並びに地区協会において行う予定であります。

③指定管理者制度に関する調査及び研究

企業にビジネスチャンスを供する規制緩和、公務の市場を開放するという主旨で、地方自治法（244

条）が改正され、従来、「公の施設」は自治体が直接管理することを原則としながら、必要がある場合

自治体が出資する法人、公共団体などに限って委託できる（管理受託者制度）としてきましたが、今

回の改正で株式会社等民間事業者へも「公の施設」の管理を行わせることが可能となる「指定管理者

制度」が新設されました。

この法律は平成15年９月に施行され“３年以内に「公の施設」の運営を、「直営」または「指定管理

者制度」の選択をしなくてはならない”とされております。

本制度に対して民間事業者はどのように対応すべきか、どのような影響があるのか等についての調

査研究を行う予定であります。

④キッズ・ジュニア育成に関する調査及び研究

近年、各方面において盛り上がっているキッズ・ジュニア育成に関し、様々な情報や現状を調査・

研究し、潜在化しているユーザーニーズに向けて情報公開をすることにより、テニス愛好者の裾野拡

大に寄与することを目的に行う予定であります。

⑤シニア対応に関する調査及び研究

今後ますます増加傾向にある高齢化社会に向けて、高齢者のニーズや対応方法に関する調査研

究を行い、テニス事業者としてどのような取り組みをすることが出来るかということについての活動を行

う予定であります。

⑥「テニス＆スポーツ振興会」の活動支援

平成12年度活路開拓調査・実現化事業の「テニス事業者による地域青少年育成支援への取り組み

に関する調査研究事業」で得られた結果から重点的に取り組むべき施策として、テニスの普及・拡大

にあたり、部活動支援や地域スポーツ活動などを通してより多くのテニス活動の機会を積極的に提供

していくことが必要であり、特に中学生においてはテニスをする機会が少ないことから、地域ごとに「テ

ニス振興会」（仮称：任意団体）を組織し、地域の中学生がテニスをしやすい環境を作ることが望まし

く、日本テニス協会等と連携し全国的に実施をする必要があるとの結論でありました。

そこで本協会としては、「テニス＆スポーツ振興会」の設立及び活動の支援を継続的に行う予定で

あります。
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テニス事業者による地域青少年育成支援への取り組みに関する指導⑦
平成12年度活路開拓調査・実現化事業の「テニス事業者による地域青少年育成支援への取り組み

に関する調査研究事業」で得られた結果から重点的に取り組むべき施策として、中学校の部活動支

援があります。一部では部活動の顧問を教師以外のスポーツ指導者を当てるという異例の試みをする

自治体がでており、テニス事業者としてもこのような動きに対し、地域社会の一員として参画する必要

性がありそのための情報提供等を積極的に行う予定であります。

テニス事業に関わるデータ管理業務の充実・強化⑧
テニス事業者を代表する団体としてテニス事業界内における情報集約の中心的役割を協会が果た

すためには、全国のテニス事業者や事業所の基礎資料の作成、会員事業所における詳細なデータ

管理等がこれからの高度情報化の時代には必要であります。正確な調査資料を作成し、そのデータ

を活用し業界発展に役立てるように、データ管理の環境整備など事務局体制の充実・強化を図る予

定であります。

⑨会員制クラブ活性化を目的とする調査及び研究

愛好者の趣味の多様化、重い税負担、公営施設との競合等様々な要因により、厳しい状況となっ

ている会員制クラブの活性化を図るためにはどのような手法があるのか、同業者の集まりとして様々な

情報を集め知恵を絞り、これからのテニスクラブの在り方についての調査研究を行う予定であります。

⑩会員数拡大及び新規組織設立を目的とした推進運動

特に新規会員の獲得については、各々の事業者の活動地域に密着した地域テニス事業協会なら

びに地区テニス事業協会の事業活動と連携をとり、候補者には各種の情報提供を行いながら日本の

JTIA役員と地域・地区協会役員が直接訪問をし、加盟促進ツールとしてプロモーションビデオと

１０周年記念特別号を活用して、積極的に会員数の拡大を進めていく予定です。News!
また、テニス事業者相互の活動拠点作りとも言える新規組織設立の推進運動も継続して取り組んで

参ります。本年度も既存の組織、同種の団体の有無を探ることはもとより、当該地区のまとめ役を果た

してくれるような人材情報の収集を積み重ね、重点地域を選定し連絡調整を取った後に訪問を行うな

ど効果の得られる手法の研究と実践を行う予定であります。

⑪会員施設間ネットワーク化事業の推進

(社)日本テニス事業協会の会員施設間のネットワーク化を図ることにより、各事業所のメンバー等に

有利な情報を提供し、本協会への加盟メリットになることを目的に平成13年度よりクラブ事業所を対象

に【 】をスタート致しましたが、今後は「クラブ事業所とスクール事業所」「スクール事JTIA CLUB NET
業所とスクール事業所」をネットワーク化してテニス事業界の更なる活性化を図ることを検討していく

予定であります。

⑫ホームクラブ制度の拡充

プロテニスプレーヤー等と会員事業所がホームクラブ制度によって提携をすることにより、一般テニ

ス愛好者との交流を図り、相互の信頼関係を作ることにより愛好者にテニスの新たな楽しみ方を提供

し、所属する事業所に対する所属意識の高揚にも繋がるものと思われます。テニス界を活性化するた

めの取り組みとして、平成14年度よりスタート致しましたが、今後はその対象範囲を広げてより一層の

充実を図る予定であります。

（委員長／東京都 武蔵野ローンテニスクラブ：内藤 昇）■税制委員会

①テニス事業に関わる税金に関する調査及び研究

「平成16年度租税負担実績調査」として行います。テニス事業の経営者組織である本協会では、毎

年、税制改正要望を関係各方面に提出しておりますが、この運動を更に力強く推進するためには、業

界としても租税負担の現況を的確に捉えた資料を備える必要があり、今後の建議・要望・陳情活動を

より効果的に行うことを目的として実施する予定であります。

なお、調査結果は会員の皆様には調査報告書として配布いたします。

②税制改正要望書等の提出

テニス業界のみならず他のスポーツ団体や関係団体と連携して、国民の余暇生活の充実、健康ス

ポーツの場としての民営テニス施設に関わる税制改正や優遇についてを「平成17年度税制改正要

望」として関係省庁や関連団体宛に提出する予定であります。
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また、(社)スポーツ産業団体連合会を通じて“スポーツ施設経営に関する調査”というテーマでの調

査研究報告書で得られた提言を基に、スポーツ施設事業に関わる税金の在り方について、テニス界

のみならずスポーツ施設事業界全体の問題として訴え、「100万人署名運動」の活動と合わせてより大

きな声とし、世論を喚起していく方向で活動をしていきたいと考えております。

③テニス事業を取り巻く税制勉強会について

現在のテニス施設経営を取り巻く税制は非常に厳しいものがあります。本委員会では税制改正要

望活動を継続して展開しておりますが、事業者自らも自己啓発や研鑽に努め、現在の税制に対する

理解と対策を講じていく必要があり、テニス事業者の方々がテニス事業に関連する税制や、大きな問

題でもある事業承継などに焦点をおいて、講演や事例紹介を中心とした「税制勉強会」を各地区単位

で開催をしていただくために講師の紹介等を行う予定であります。

④相続物納後に於ける事業展開手法の調査及び研究

相続発生時にテニスコートを物納した場合、その後の営業継続は困難となり事業所の閉鎖や縮小

を余儀なくされるケースが多く見られますが、場合によっては底地のみを物納して上物を国から借りて

営業を行うという事例も見られる為、その手法についての調査研究を行う予定であります。

（委員長／株式会社妙高プロスキースクール：大野 康夫）■広報委員会

①情報紙 の編集と発行“JTIA News!”

本協会情報紙「 」にて、下記のスケジュールにて会員事業所の運営に役立つ連載企JTIA News!
画、各種情報、ニュース等を掲載するなどして活動を進めていく予定であります。

(1)「 」 .29号は2004年６月に発行予定JTIA News! VOL
(2)「 」 .30号は2004年９月に発行予定JTIA News! VOL
(3)「 」 .31号は2004年12月に発行予定JTIA News! VOL
(4)「 」 .32号は2005年３月に発行予定JTIA News! VOL

②消費者苦情電話相談センターの運営

昨今、クラブやスクールの運営や施設等において、それ自体あるいはそれから派生する様々な問

題について、消費者から苦情として取り上げられる事例が発生しております。これらの苦情は事業者

の経営上ならびに運営上のやむを得ない事由に起因するものも含め多岐にわたっております。しかし

ながら、いかなる場合にも誠意を持って対応しなければ、処置を誤るという事態を招くことにもなりかね

ません。このような趣旨から、消費者苦情電話相談センターを運営していく予定であります。

③ホームページ編集・公開および作成・設置の推進

本協会案内とともに各種情報の提供を目的としたホームページの編集・公開の充実に努め、情報

化社会への対応を進めております。本年度はより積極的な情報提供を図っていくため、会員事業所

のホームページ作成・設置の推進ならびに、インターネットの有効活用方法の調査研究を進めていく

予定であります。

④ファックス通信・Ｅメール通信の発行

本協会情報紙の発行以外にもリアルタイムの情報発信手段として、ファックス通信・Ｅメール通信の

発行を可能な範囲で行い、各会員事業所に対する情報提供をより素早く行う予定であります。

（委員長／東京都 自由ガ丘ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾃﾆｽｶﾚｯｼﾞ：栗山 雅則）■事業委員会

①テニスフェスティバルの開催

テニス産業界が活性化するための要因の一つとして、既存の施設や指導者を有効に利用した顧客

育成事業を展開していくことにより、愛好者の拡大と新規需要の創出を図ることが不可欠であると思わ

れます。

消費者参加型のイベント展開により、より多くの国民にテニスを体験する機会を提供し、地域や消

費者に今まで以上に密着した産業として健全な成長と発展を図り、もって国民生活のゆとりと豊かさに

寄与・貢献し、テニス産業の安定的成長とテニスというスポーツの普及、振興を目的として開催する予

定であります。

テニスフェスティバルの内容は今後の誘客施策の一つとして、(1)未経験者への体験教室等、(2)幼

児・年少者に対するショートテニス講習会等、(3)親子テニス教室・大会等、(4)一般テニス講習会・大
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会等、(5)プロ選手対戦コーナー、エキシビションマッチ､（6）即売会などを開催地区の実情に合わせ

て構成して実施する予定であります。

組 織：共 催：社団法人日本テニス事業協会／地区テニス事業協会

特別協賛：（株）ダンロップスポーツ

②テニス施設総合補償制度の実施や各種テニス関連用品・物品の販売の展開

(1)テニス施設総合補償制度の加入促進

(2)会員管理運営ソフト“スマッシュクラブ2000”“アドバンテージ 2000”の斡旋販売PRO
(3)ターボテックス他のテニス関連用品や物品の斡旋販売

(4)スクールのぼり共同購入

③地区活性事業の開催

各地区における事業活性化に向けて、新規愛好者の創出を目的に行う大会や講習会等の開催を

各地区単位で開催していく予定であります。

④公営コート活用モデル事業

有明テニスの森公園等での運用規定の整備に伴い、民間事業者に対してテニス教室の開催場所

として提供することとなり、東京都港湾局からの利用依頼を受けてのモデル事業として、今年度より

「有明ジュニアテニスアカデミー」を開催していく予定であります。

⑤資格制度の検討

テニス事業を展開する上では、その運営の要であるマネージャー・ヘッドコーチ等の能力

の優劣がその事業運営を左右すると言われております。そこで、事業経営者から見た資格

制度の必要性が以前より指摘されておりましたことから、現存する資格制度を補完することを

目的に、高度な専門知識や接客技術等サービス業として必要な要素を取り入れた、資格制

度についての検討を行う予定であります。

⑥コンサルティング事業

会員がテニス事業を展開するなかで直面する様々な問題に対し、本協会は相談窓口としての役割

を果たすために、会員事業者への支援とテニス事業の発展拡大のためにコンサルティング事業を積

極展開する予定であります。

⑦日本テニスチーム大会の開催

地域・地区テニス事業協会加盟のテニス事業所チーム対抗戦を開催し、テニスクラブメンバーやス

クール生などへ競技参加目標を掲げ、競技に参加できる環境を提供し、テニスを通じて地域間交流

を促進しながら個別テニスクラブ・スクール及び業界組織の結束及び事業の活性化を促進させること

を目的として開催する予定であります。

なお、本年度は全組織による地区大会の開催を目標として積極的に推進するとともに、地域ブロッ

クによる地域大会の開催と全国大会開催を目指して行う予定であります。

開催組織：共 催 地域・地区テニス事業協会／社団法人日本テニス事業協会

特別協賛 （株）ダンロップスポーツ、サントリーフーズ（株）

協 賛 関係各社

会 期：平成16年４月～平成17年３月を予定

場 所：各地会場

⑧日本テニスコーチ大会及び研修会の地区開催

「テニスコーチの有する資質はテニスクラブ・スクールの運営をも左右する」といっても過言ではあり

ません。指導者としての指導力や知識・教養を身につけ、接客サービスの手法や会話法を身につける

ため、実技力向上の場とともに指導者としての資質向上や研鑽の場として、各地区協会での開催を積

極的に推進する予定であります。

開催組織：共 催 地区テニス事業協会／社団法人日本テニス事業協会

特別協賛 （株）ダンロップスポーツ

協 賛 関係各社

会 期：平成16年４月～平成17年３月を予定

場 所：各地会場
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⑨ワンデーテニストーナメントの地区開催

テニスクラブのアイドルタイムを積極的に活用し、愛好者の施設来場頻度の増加を図りつつ、テニ

ス愛好者の競技参加への意欲を増進させ、愛好者の拡大とテニス産業界の活性化を図ることを目的

として、地区テニス事業協会内での幾つかの大会を連携することにより集客の効率化や次回出場の

機会増加を図りながら開催をする予定であります。

開催組織：共 催 地区テニス事業協会／社団法人日本テニス事業協会

特別協賛 （株）ダンロップスポーツ

会 期：平成16年４月～平成17年３月を予定

場 所：地区テニス事業協会会員施設等

参加対象：Ｃ級・Ｄ級（初級～中級まで）の女性テニス愛好者

使 用 球：ダンロップセントジェームスもしくはフォート

競技方法：一日で終了するレディスダブルストーナメントを地区協会内にて連携

⑩キッズ＆ジュニアテニスカーニバルの開催

近年、低年齢層に向けて用具の開発や指導技術の策定が進んできている分野で、新たな楽しみ方

を提供することにより、キッズ・ジュニア層の愛好者を新たに創出し、テニス産業の底辺拡大を図ること

を目的として、①キッズ入門テニス、②ジュニア入門テニス、③親子入門テニスを参加無料で開催し、

カーニバル参加後にはテニス愛好者となるような事業として行く予定であります。

組 織：主 催 社団法人日本テニス事業協会

後 援 東京都、・日本テニス協会、・日本プロテニス協会

ショートテニス振興会、他

特別協賛 （株）ダンロップスポーツ、サントリーフーズ（株）

運営主管 東京都テニス事業協会

期 日：平成１６年１０月２３日(土)

会 場：「有明テニスの森公園」有明コロシアム＆アウトコート２面

（委員長／神奈川県 東戸塚松原テニススクール：松原 雄二）■研修委員会

①第１６回テニス産業セミナーの開催

余暇時間の増加・健康志向の高まりにより国民の生活様式は変貌を遂げ、年々、多様化・複雑化

の傾向を示し、特に生涯を通して親しみながら健康の維持をも果たすスポーツへの参加率は年々高

まっております。

誰もが身近で手軽に楽しめるだけでなく、家族でも参加できる「テニス」というスポーツを事業・産業

として普及・発展を図り、スポーツ産業・ビジネスとしてのテニス業界の活性化を促進させていくには、

事業者団体の果たすべき役割は大きいものと考えられます。

そのためには、事業者ならびに従事者の資質向上を目的として、学識経験者、著名人、有識者の

講演をはじめ事業者の事例紹介等により、テニスクラブ・スクールの管理運営の改善、経営基盤の安

定、現状の把握と対策の検討をするセミナーを行なうことにより、テニス事業界の一層の躍進を目的と

して開催する予定であります。

開催組織：共 催 社団法人日本テニス事業協会／ テニス事業協会

後 援 経済産業省、社団法人日本プロテニス協会、その他

公 認 財団法人日本テニス協会

特別協賛 サントリー株式会社

協 賛 サントリーフーズ（株）、（株）ダンロップスポーツ、他

主 管 第16回テニス産業セミナー実行委員会

会 期：平成17年２月

場 所：北海道

②テニスクラブ・スクール管理者指導者研修会の地区開催

テニスというスポーツを事業・産業として普及・発展を図り、スポーツ産業・ビジネスとしてのテニス業

界の活性化を促進させていくには、事業に携わる者の果たすべき役割は大きいものと考えられます。

その事業としてテニスクラブ・スクールの経営を考えるとき、その内容・性格・特徴等を色々な角度

から運営管理を含め検討していく必要があります。特に、実務の上で多くの消費者と接する機会の多

い管理者や指導者的立場の方が担う役割は大きな比重を占めていくものと考えられます。

そのためにも、管理者や指導者の資質向上を目的として、講師による講演をはじめ事業者の事例

紹介、実技研修等を組み合わせることにより、テニスクラブ・スクールの管理・運営・指導面での改善と
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ステップアップを行ない、今後のテニス事業一層の発展を目的とした研修会を各地区協会主催にて

開催する予定であります。

開催組織：共 催 地域・地区テニス事業協会／社団法人日本テニス事業協会

特別協賛 （株）ダンロップスポーツ

協 賛 関係各社

会 期：平成16年４月～平成17年３月を予定

場 所：各地会場

③経営勉強会の開催 「TOPGUN PROJECT 2004」

テニス事業を展開する上では、業界における現状の課題を認識し、今後の対応方法の方向性を示

すことが重要であります。客観的立場からのテニス業界分析を聞き、なかなか情報を得ることが難しい

専門分野の知識を学び、“サービス業”としての観点に重点を置き、現在成功を収めている同業者の

情報も得た上で、今後の事業を有益に展開するために異業種の事例も含めたコンサルティングを受

けて自らの経営方針・事業計画等を再確認する。また、職責に応じた役割を再認識し、自信と誇りをも

って事業を行うための手法を体得することを目的に行うものであります。また、テニス事業がサービス

業として定着し、管理者同様に今後はスタッフ全員の顧客サービスの質が問われる時代になってきて

おります。そこで、コーチやフロントスタッフ等の実践的で効果がある研修会を行う予定であります。

開催組織：主 催 社団法人日本テニス事業協会

後 援 社団法人日本プロテニス協会、その他

公 認 財団法人日本テニス協会

主 管 社団法人日本テニス事業協会研修委員会

会 期：平成16年10月18日(月)～19日(火) １泊２日

場 所：メルパルク東京

地域・地区組織活性化研修会の開催④
地域・地区組織の活性化と各事業所の質的向上を図るために「事業のサービス力を高める」「安全

管理に関する意識改革」という２つのテーマを中心とする研修会の地区開催を推進する予定でありま

す。

（委員長／株式会社少年写真新聞社：益山 茂）■テニスの日委員会

①２００４『テニスの日』記念イベントの開催

本協会は、財団法人日本テニス協会、社団法人日本プロテニス協会、日本女子テニス連盟、全日

本学生テニス連盟、全日本学生庭球同好会連盟、全国高等学校体育連盟テニス部、社団法人全国

高等専門学校体育協会テニス部、全国中学校テニス連盟、日本車いすテニス協会とテニス用品企

業、プロプレーヤーとともに発足した「テニスの日推進協議会」（日本テニス振興協議会より改名）の活

動を、積極的に推進していきます。

同協議会は、ナショナルスポーツとしてのテニスの一層の普及と、さらなる健全な発展を考える機関

として機能する予定ですが、まず、テニス界躍進の実を結ぶため、他スポーツ団体に先駆けて、平成1

0年より毎年の秋分の日を「テニスの日」と制定し、テニスの普及、発展を強力に推進するための諸行

事を実施いたしております。

テニス界が大同団結して『テニスの日』を制定することで、テニスの楽しさやおもしろさを更に多くの

人たちに広めて、健康で明るく生き甲斐ある社会づくりに寄与したいと考えております。それと同時に

世界のトーナメントで活躍できる選手を数多く育て、競技を観戦するなかから、テニスへの共感を高め

ていくことも考えます。

また、テニス施設経営者が所有する施設の開放をはじめ、各協会に所属・登録している選手や指

導者等のボランティア参加を求め、「一日体験」「一日入門」「テニスと触れ合う遊び」などを実施する

ほか、選手とファンの交歓会、特に将来プレーヤーを志す子供たちと選手のコミュニケーションの機会

を設けながらテニス愛好者の新規創出と育成を図ってまいります。

「テニスの日」記念イベントを全国各地で数多く開催し、より多くの方々にテニスの楽しさを知ってい

ただくための普及活動に焦点を絞った活動を推進していくため、協議会加盟団体による共同イベント

の開催ならびに協議会加盟団体構成員による個別イベントを展開する予定であります。

なお、個別イベントにつきましては、９月23日に限定をすることなく、24日に振り替えることや、『テニ

スの日』ウィーク、『テニスの日』月間としての取り組みも認められることとなりましたので、より多くの事

業者の参加を促して行きたいと考えております。
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レジャー白書2004などからの抜粋報告
過日、編集、発売されました「レジャー白書2004」（財団法人社会経済生産性本部）より統計資料や調査

結果からの各種データをご報告いたします。

区渋谷3 1 1 生産性ビル※（財）社会経済生産性本部 〒150 8307 東京都渋谷- - -
.03 3409 1125（レジャー白書2004は１冊税込み3,500円）TEL - -

平成15年の家計消費の動き ～高齢者世帯で強い消費性向～

余暇活動の実態に移る前に、まず、勤労者世帯の家計に関する統計を見てみたいと思います。平均消

費性向とは、実収入から税金や社会保険料を差し引いた可処分所得のうち、実際に消費に回した割合を

示したものです。一般に、「所得」が減少してもすぐには低下しないため、平均消費性向は見かけは上昇

する傾向があるそうです。では、全国の勤労者世帯を対象とした『平均消費性向の推移』と『実収入・可処

分所得の実額と名目・実質増加率の推移』を下図に示します。

（出典：総務省「家計調査報告」）
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（単位：円、％）平成１５年の家計消費
対前年比

実収入 524,542 ▲2.3

可処分 440,461 ▲2.4

消費支出 325,823 ▲1.2

食料 71,606 ▲2.2

住居 22,248 3.9

光熱・水道 20,712 0.4

家具・家事用品 10,378 ▲0.9

被服及び履物 15,450 ▲0.5

保健医療 11,498 6.4

交通・通信 44,622 2.4

教育 18,021 2.4

教養娯楽 32,303 ▲1.0

その他の消費 78,985 ▲5.7

平均消費性向 74.0 0.9

家計収入(実収入)は、平成6年を除き一貫して

伸びてきましたが、平成10年から6年連続で減少

傾向が続いています。平成15年も勤労者世帯に

おける１ヶ月の平均実収入（524,542円）は名目で

対前年比

－2.6％でありました。

家計消費支出の合計（325,823円）も平成14年

（330,651円）よりも、さらに5,000円近く減少しまし

た。しかし、食料品（－2.2％）や教養娯楽費（－1.

0％）がマイナスに転じた中で、保健医療費（6.4

％）特に健康保持用摂取品や交通・通信費（2.4

％）は大きく増加しました。

平成15年の平均消費性向（可処分所得に対す

る消費支出の割合）は、14年より0.9ポイントあが

り、74.0％でした。

平均消費性向は過去10年余り減少を続けました

が、平成11年に増加に転じ、5年連続の増加となり

ました。それは平均消費性向は、一般に所得が減

少しても、消費水準はすぐには低下しないため、

見かけ上は上昇する傾向があるのということが原

因の一つではありますが、保健医療関係やＩＴ関

連等支出が著しい60代以上の高齢者世帯では平

均消費性向が87.2％と平均を大きく上回っており、

消費意欲が旺盛な高齢者世帯が全体の平均消費

性向を伸ばしているという構図が顕れてきていると

思われます。
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実収入・可処分所得の実額と名目・実質増加率の推移

金額（円） 名目増加率（％） 実質増加率（％）

実収入 可 処 分 所 実収入 可 処 分 所 実収入 可 処 分 所

得 得 得

平成４年 563,855 473,738 2.7 2.1 1.1 0.5

５年 570,545 478,155 1.2 0.9 0.1 ▲0.2

６年 567,174 481,178 ▲0.6 0.6 ▲1.1 0.1

７年 570,817 482,174 0.6 0.2 0.9 0.5

８年 579,461 488,537 1.5 1.3 1.5 1.3

９年 595,214 497,036 2.7 1.7 1.1 0.1

10年 588,916 495,887 ▲1.1 ▲0.2 ▲1.8 ▲0.9

11年 574,676 483,910 ▲2.4 ▲2.4 ▲2.0 ▲2.0

12年 560,954 472,823 ▲2.4 ▲2.3 ▲1.5 ▲1.4

13年 551,160 464,723 ▲1.7 ▲1.7 ▲0.8 ▲0.8

14年 553,277 452,501 ▲2.3 ▲2.6 ▲1.2 ▲1.5

15年 524,542 440,461 ▲2.6 ▲2.7 ▲2.3 ▲2.4

平成15年の余暇 ～余暇時間・余暇支出ともにゆとり感なし～

レジャー白書では毎年、「余暇時間」と「余暇に使ったお金」についてを調べ、前年に比べ増えたか減っ

たかを統計として発表しています。

この結果は、意識の上での余暇時間や支出の増減を表すというあくまで主観的な評価ですが、スポーツ

産業・余暇レジャー産業・健康産業とも言われるテニス産業界が、バブル崩壊後から今日にかけての、人

々の余暇に関する意識や行動の変化を探る上で参考になるものです。

12.0

15.0

18.0

21.0

24.0

27.0

30.0

（％） 余 暇 時 間 の 推 移

増えた人 21.5 20.7 19.2 18.7 18.3 17.9 17.6 18.1 17.6 16.2 

減った人 23.8 26.3 26.6 27.0 27.5 29.2 28.0 28.3 29.5 27.4 

  平成
６年

    　７
年

    　８
年

    　９
年

     10
年

　　 11
年

     12
年

     13
年

     14
年

     15
年

余暇時間の推移についての傾向は、「増えた」

とする人は平成4年まで増加傾向にありましたが、

それ以降は8年連続で減少していました。13年に

は9年ぶりに増加しましたが、14年には再び減少

し、15年はさらに低下しました。逆に「減った」とす

る人は増加傾向にありましたが、15年には前年より

2ポイント上げ、やや落ち着いたようです。しかし

「増えた」とする人との差は10ポイント以上もあり、

心理的な「ゆとり感」は依然として回復していない

ようです。

一方、余暇支出についてはバブル経済崩壊後の平成4年をピークに、「増えた」とする人は減少を続け、

平成10年にはついに「減った」とする人が逆転し、15年には30.1％と過去最高値を更新しました。これはバ

ブル崩壊前後の平成３年度（15.7 ）に比べると、約２倍となっており、「増えた」人と「減った」人の差も拡%
大傾向にあります。

余暇消費の面でもやはり、心理的な「ゆとり感」の回復は遠いようです。
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平成15年の余暇～スポーツ業界･テニス産業の実状～

（単位：億円）○余暇市場、国民総支出、民間最終消費支出の推移
伸び率(％)

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 H14/13 H15/14

ス ポ ー ツ 部 門 48,980 47,260 45,380 44,670 ▲4.0 ▲1.6

趣 味 ・ 創 作 部 門 117,750 117,300 116,960 114,930 ▲0.3 ▲1.7

娯 楽 部 門 572,260 551,770 556,790 557,360 1.6 ▲0.6

観 光 ・ 行 楽 部 門 111,240 109,720 108,130 104,590 ▲1.4 ▲3.3

850,230 826,050 831,260 821,550 0.6 ▲1.2余 暇 市 場

対 国 民 総 支 出 16.6 16.3 16.7 16.5 2.5 ▲1.2

対 民 間 最 終 消 費 支 出 29.8 28.9 29.2 29.0 1.0 ▲0.7

国 民 総 支 出 ( 名 目 ) 5,114,624 5,058,474 4,982,756 4,978,209 ▲1.5 ▲0.1

民間最終消費支出(名目) 2,857,501 2,859,655 2,847,966 2,832,147 ▲0.4 ▲0.6

12.0

15.0

18.0

21.0

24.0

27.0

30.0

33.0

36.0

（％） 余暇支出の推移

増えた人 25.9 26.0 26.5 24.9 20.9 22.3 21.2 19.8 20.6 18.5 

減った人 20.7 22.6 21.3 23.4 28.2 28.3 25.4 28.4 29.8 30.1 
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平成15年のスポーツ部門の市場規模は4兆4,67

0億円で、前年対比1.6％のマイナスとなりました

が、落ち込みは小さくなりました。

テニス産業と同様に「場」と「サービス」を提供す

るスポーツ産業分野のデータを取り上げてみま

す。

まず、『球技スポーツ用品』市場を見てみます

と、平成5年から続く下降傾向は15年度は若干の

増加（0.2ポイント）を見せました。私どもの業界に

大きな関係のある『テニス用品』市場は横ばいが続

いていますが、アニメやドラマの影響でジュニア層

が増え、市場は活性化しています。ショートテニス

・スポンジテニス等簡易テニス用品も広がってきま

した。さらに、インターネット販売も盛んになり、中

古ラケットも新たな市場を形成し始めました。

『スポーツ施設・スクール』市場も4年度から減少

を続け、15年度は全体で2.1ポイントの減少であり

ましたが、『テニスクラブ・スクール』市場は9.3ポイ

ントの増加を見ました。経営難と相続による閉鎖・

縮小が相次ぐ中、インドアテニススクールは年々増

加し、二極化がより鮮明になってきました。インドア

スクールをチェーン展開するところも増え、場所・

条件を選んで出店し、従来の土地の有効活用で

はなく、一つのビジネスとして確立しています。ま

た、増加傾向にあるスクール生徒数は、用品市場

同様ジュニア層の伸びが著しく、スクール生の4分

の1をジュニアが占めるスクールも多く見られます。

単位：億円 H７ H８ H９ H10 H11 H12 H13 H14 H15 15/14

球技ｽﾎﾟｰﾂ 8,360 8,380 8,000 7,460 7,170 7,020 6,830 6,620 6,630 0.2

テニス用品 1,110 1,030 940 850 810 750 760 740 740 0.0

ｽﾎﾟｰﾂ施設 30,260 29,660 29,350 28,160 27,150 25,670 24,380 23,200 22,720 ▲2.1

ｸﾗﾌﾞ･ｽｸｰﾙ 540 540 520 500 490 480 500 540 590 9.3



12

○テニスへの参加人口や参加率

（年に１回でもやったことのある人）○テニスへの参加率、男女別・年齢層別参加率

１４年度 男 性 女 性

全体 10 20 30 40 50 60 全体 10 20 30 40 50 60

代 代 代 代 代 上 代 代 代 代 代 上

17.3 9.9 10.4 9.6 4.3 3.2 8.9 29.5 13.8 8.3 13.1 6.4 1.0参 加 率：8.3 7.7

１５年度 男 性 女 性

全体 10 20 30 40 50 60 全体 10 20 30 40 50 60

代 代 代 代 代 上 代 代 代 代 代 上

20.5 10.8 7.8 8.9 5.2 2.0 6.7 20.3 9.7 7.8 11.2 2.0 1.9参 加 率：7.0 7.4

○テニスに対する消費の実態

注１：

(財)社会経済生産性本部の調査

は一般に対しては、全国の15歳

以上の男女3,000人に対して、訪

問留置法にて行い有効回答数は

2,450であり、参加人口とは、参加

率に平成15年12月の総務省統計

局の推計による15歳以上の人口1

0,970万人を掛けたもの。
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テニスへの参加人口

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

単位：％

テニスへの参加率等のデータ

参加率 8.5 7.2 7.5 8.4 8.3 7.0 

年間平均活動回数 22.5 22.5 26.0 21.5 25.0 24.4 

参加希望率 13.3 11.7 11.3 12.4 13.1 12.0 

平成

10年

平成

11年

平成

12年

平成

13年

平成

14年

平成

15年

　①参加率…………テニスを年１回以上行った人の割合

　②年間活動回数…１人当りの年間活動回数の平均

　③参加希望率……今後も続けたい、将来行いたい人の割合

0

5,000
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30 ,000

35 ,000
単位：円

テ ニス に 対 す る 消 費 の 実 態

平成10年度 24,600 11 ,000 13 ,600 1 ,090 

平成11年度 21,900 7 ,100 14 ,900 970 

平成12年度 29,300 9 ,300 20 ,000 1 ,130 

平成13年度 21,200 8 ,100 13 ,100 990 

平成14年度 30,600 9 ,400 21 ,200 1 ,220 

平成15年度 34,800 13 ,000 21 ,800 1 ,430 

合計 用具等 会費等
１回当り

費用
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賛助会員のご紹介

（５０音順）■特別賛助会員

大塚製薬株式会社 （医薬品及び健康関連飲料・食品の製造・販売）

101 8535 東京都千代田区神田司町2 9 03 3293 3160 担当 繁沢 肖- - - -

サントリーフーズ株式会社 （清涼飲料水及び加工食品の販売）

102 0083 東京都千代田区麹町5 7 2 第31森ビル7 03 5210 3866 担当 長谷川源一郎- - - F - -

株式会社ダンロップスポーツ （スポーツ用品メーカー）

108 0075 東京都港区港南3 8 1 森永乳業港南ビル 03 5463 7324 担当 小澤 和彦- - - - -

テニスサポートセンター （オリジナルテニス商品・テニス用品販売、中古ラケット買取・販売）

181 0003 東京都三鷹市北野4 1 25 03 5314 3734 担当 中山 和義- - - - -

有限会社ネットイン （インターネット関連全般）

182 0024 東京都調布市布田6 8 1 202 0424 87 4282 担当 大前 勝巳- - - - - -

（５０音順）◆協力賛助会員

株式会社エス・アール・アイシステムズ （テニスクラブ・スクール運用ソフト販売等）

太陽工業株式会社 （大型膜面構造物の設計・施工）

東京ウェルネス株式会社 （テニス施設・インドアコート・スポーツ施設設計・施工）

東京海上火災保険株式会社 （損害保険全般）

株式会社ピー・アール・オー （テニスクラブ・スクール運用ソフト販売等）

ホクエツ印刷株式会社 （印刷業）

（５０音順）□賛助会員

アイリス株式会社 （インターネットによる個別学習指導システムの開発・普及）

アメアスポーツジャパン株式会社 （スポーツ用品製造・販売）

株式会社イーウェル （従業員福利厚生メニューの開発・提供）

有限会社宇舎設計集団 （建築設計・監理）

有限会社エイムスネット （インターネット広告代理業等）

株式会社小野設計 （建築設計・監理）

株式会社カフェテリアクラブひまわり （福利厚生とライフサポートのメニュー提供と開発）

NPOグローバル・スポーツ・アライアンス （スポーツを通じた地球環境保全活動）

株式会社ゴーセン （テニス用品製造・販売）

ゴーツースポーツ （屋外スポーツ器材・備品の販売及びメンテナンス）

ジャパンリスクマネジメント株式会社 （生命保険・損害保険代理店）

株式会社新光トレーディング （スポーツサーフェイス輸入販売、施工管理）

スポーツサーフェス株式会社 （テニスコート設計・施工）

住商鉄鋼販売株式会社 （鉄鋼建材製品販売、土木建築工事請負設計及び監理）

体育施設建設株式会社 （テニスコート・インドアコート企画・設計・施工）

ダイワ精工株式会社 （スポーツ用品の製造ならびに販売等）

地業建設株式会社 （テニスコート施工）

中録サービス株式会社 （音と映像に関するパッケージメディアのプロダクト事業）

長永スポーツ工業株式会社 （スポーツ施設の企画・設計・施工）

東亜ストリング株式会社 （テニス・バトミントン・スカッシュのストリング製造・販売）

株式会社ドリームエックス （レンタルテニスコートの予約代行業）

日本毛織株式会社 （テニスコートサーフェスの製造販売）

日本ラケットストリンガーズ協会 （ストリング技術の普及）

ブリヂストンスポーツ株式会社 （ゴルフ・テニス用品製造・販売）

ペイントマノン （建築塗装）

前田道路株式会社 （テニスコート施工）

ミズノ株式会社 （総合スポーツメーカー）

ヨネックス株式会社 （テニス用品メーカー）
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新入会

（平成１６年１月～）●新規入会 正会員

◆リョーコーテニスクラブ（広島県：代表 寺田 政喜） Ｈ１６．１月～
◆キリンスポーツクラブせんだい（個別：代表 叶井 明） Ｈ１６．１月～
◆ユニチカオークタウンテニススクール（阪奈和：代表 岡田 守弘） Ｈ１６．４月～
◆宇都宮テニスアカデミー（栃木県：代表 鈴木 順治） Ｈ１６．４月～
◆エステステニスパーク イン スギト（埼玉県：代表 中島 康之） Ｈ１６．４月～
◆フソウテニスクラブ（個別：代表 会沢 揚一郎） Ｈ１６．７月～
◆株式会社荏原湘南スポーツセンター（神奈川県：代表 内山 勝） Ｈ１６．８月～

（平成１６年１月～）●新規入会 賛助会員

株式会社ドリーム・エックス（レンタルテニスコートの予約代行業） Ｈ１６．２月～
有限会社エイムスネット（インターネット広告代理業等） Ｈ１６．４月～
ペイントマノン（建築塗装） Ｈ１６．４月～
前田道路株式会社（テニスコート施工） Ｈ１６．４月～
株式会社カフェテリアクラブひまわり（福利厚生のメニュー提供と開発） Ｈ１６．４月～
テニスサポートセンター

（オリジナルテニス商品・テニス用品販売、中古ラケット買取・販売） Ｈ１６．７月～
アイリス株式会社（インターネットによる個別学習指導システムの開発・普及）Ｈ１６．８月～

新入会 正会員事業所のご紹介

／阪奈和テニス事業協会■ユニチカオークタウンテニススクール
ＴＥＬ：０７４５－５３－２２８２ ＦＡＸ：０７４５－５３－２２８２

ホームページアドレス：http://www4.kcn.ne.jp/~oaktown/

Ｅメールアドレス：oaktown@m4.kcn.ne.jp

コートサーフェース：アウト砂入り人工芝２面

定休日：なし

会員数等：スクール生４００名

◇代表者からのセールスポイント◇
奈良県大和高田市の近鉄大和高田駅前徒歩３分にある、ユニチカオークタウンテニススクールです。コ

ートは砂入り人工芝２面とオートテニスがあり、レッスンは５歳児から成人まで、初心から上級者までクラス

があり、どなたでも簡単に始められ楽しみながら上達できるようにお手伝いいたします。

毎週日曜日にはスクール生を対象としたゲーム大会や、特別レッスンを開催して、スクール生とコーチと

の親睦を深めています。

ユニチカオークタウンテニススクールは、明るく楽しいレッスンが自慢です。
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広報委員会からのお知らせ

■「JTIA News！」への広告掲載のお願い
従来本協会では会の刊行物につきましては会員各位の直接あるいは関連する事業についての広告は

その掲載を行わないこととして参りましたが、本年度よりその方針を変更し、会員各位の事業に関する広告

の掲載をお受けすることと致しました。

「 ！」は毎年４回発行され、今年度は平成17年３月に発行することと致しておりますので広JTIA News
告の掲載についてご検討賜るようお願い申し上げます。

「JTIA News！」 広告掲載要領

・申 込 掲載を希望される広告の原稿を添えて、事務局までお申し込み下さい。
（原稿はできる限りデータでの入稿をお願い申し上げます ）。

・印 刷 Ａ４版モノクロ１色刷りとなります。
・掲 載 料 １ページ １００,０００円

１／２ページ ５０,０００円
１／４ページ ３０,０００円

■「JTIAロゴ入りバナー」のご案内
この度、本協会では右記のバナー（カラー）縦140 ×横200 を作成しご希望の会員様へ販売をすmm mm

ることとなりました。素材はポリエステルで大変きれいに出来上がっております。

価格：￥２，３００（税込み）

購入ご希望の方は、事務局まで

ご連絡ください。

編集後記

第１２回通常総会も無事予定通り終了し、各種の事業に取り組んでおります。JTIA News!も内容について

は検討を重ね編集に取り組んでおります。

今後も会員各位にとって“役立つ情報紙”を目指して行きたいと思います。
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